
番号 質問内容 回答

1

　公の施設である本施設のICTインフラ（Wi-Fi、通信設備
等）は本来施設の基盤整備に属すると考えますが、次期指
定期間における整備・増強費用について、市の負担又は補
助の考え方をお示しください。

　ICTに関するインフラ整備を行う場合、その整備理由や
整備内容、費用負担等について、市と指定管理者との協議
を踏まえ、市において、整備の必要性を判断します。
　なお、ICTインフラをはじめ、施設の整備には、市が実
施すべき部分と、指定管理者において実施する部分があり
ます。
　施設の管理運営の向上として整備する費用については、
指定管理者が負担するものと考えています。

2

　報酬改定等によりICT機器の導入が加算・処遇改善の算
定要件となった場合、当該投資はリスク分担No.2「法令等
の変更」又は協議事項として市の負担側で取り扱われると
理解してよいでしょうか。

　ICT機器の導入整備は、法定上、機器の導入が必須とな
る場合は、その内容を精査の上、市が必要な基盤整備とし
て行うことになりますが、指定管理者が、加算を受けるた
め整備する場合は、指定管理者が実施することを、基本的
な考え方としています。

3

　指定管理者が自己負担で整備したICT資産（システム、
端末、Wi-Fi設備等）の帰属と、指定管理者交代時の取扱
いについてお示しください。

　岐阜市障害者福祉施設の指定管理業務では、指定管理者
が購入した備品類の帰属は、市と協議するものとして、基
本的に、経年や老朽化により購入した備品類は市に帰属
し、施設運営上、機能強化のため購入した備品類は指定管
理者に帰属するものと整理しています。
　このような整理に基づき、指定管理者が整備したICT資
産等の帰属や、指定管理者の交代時の取扱いを考えること
になります。

4

　岐阜市として、入所者がどのような状態に至った場合に
介護保険施設、療養介護、医療機関等への移行を想定して
いるのか、その判断基準をお示しください。

　入所者の介護保険施設、療養介護、医療機関等への移行
については、入所者の日常生活における心身の状態や、本
人や保護者等の意向に基づいた個別の判断が不可欠です。
　また、知的障がい者の方は、施設の入所期間が長く、新
たな生活環境への移行が困難な場合があります。
　こうしたことを踏まえ、障害者入所施設が提供するサー
ビスの範疇を超えた場合は、介護や医療など不足する支援
に応じ、移行先については、関係者との協議など個別に検
討することになるものと考えています。

5

　本人・保護者が移行を希望されない場合や調整が長期化
する場合、施設の設置者である市が移行調整の主導権と責
任を担うと理解してよいでしょうか。措置入所者の措置変
更を含め、市の関与の在り方と標準的な調整期間をお示し
ください。

　入所者の移行先は、原則、指定管理者が本人や保護者な
どと協議し、移行調整等を行うものと考えています。入所
者本人又は保護者が移行を希望されない場合や、移行先の
調整が長期化する場合は、市と指定管理者が情報を共有
し、より良い調整が図られるよう、相互に連携して対応す
ることになります。
　なお、措置入所者の移行先については、市が主体となり
検討すべきと考えています。
　移行先の調整は、個々の状況に応じて行うこととなるこ
とから、その調整期間を一律に示すことは困難であると考
えています。

6

　転所調整期間中に必要となる看護体制の加配等の追加費
用及び事故リスクは、リスク分担表上どの項目に該当しま
すか。

　転所先の調整期間中に看護体制の加配等を行った場合の
追加の費用負担については、リスク分担表には該当しませ
ん。また、当該施設が利用料金制を導入していることか
ら、追加の費用負担については、考慮していません。
　入所者の介護保険施設、療養介護、医療機関等への移行
については、入所者の日常生活における心身の状態や、本
人や保護者等の意向に基づいた個別の判断が不可欠である
ことから、本人や保護者に対する早期からの情報提供や意
向確認、関係市町村や機関との事前調整等、短期間で転所
できる取り組みを進めておくことが重要であると考えてい
ます。
　次に、転所調整期間中に、事故が発生した場合は、リス
ク分担上、「№11利用者への対応」の項目に該当し、施設
の瑕疵等、市の責めに帰すべき事由による場合は、市の負
担、施設管理運営上、指定管理者の責めに帰すべき事由に
よる場合は、指定管理者の負担になります。
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7

　質問４～６を踏まえ、指定管理者に求める支援の範囲
（看取り対応が業務範囲に含まれないこと）を仕様書上明
確にしていただけますか。

　入所者の看取り対応については、入所者の日常生活にお
ける心身の状態等を把握する必要があることから、市と指
定管理者が、その情報を共有し、本人や保護者の意向も踏
まえながら、より良い対応方法を決定するなど、相互に連
携する必要があります。
　その上で、障害者入所施設が提供するサービスの範疇を
超える場合には、移行先等を個別に検討することになると
考えています。

8

　保護者の同意が得られた場合であっても、食費の値上げ
は認められないのでしょうか。条例第8条の利用料金の枠
内で、市長の承認により食費を改定する手続きは存在しま
すか。

　現行の給食費等の実費負担の基準額である55,500円の上
限は、低所得者に配慮し、食費や光熱水費等の実費負担を
支払った後でも、手元に一定額の生活資金が残るように配
慮された制度によるものです。
　この実費負担の基準額は、国において定められた基準で
あり、現時点では、これを超過する給食費等の徴収は、行
うものではないと考えています。

9

　食費の値上げが認められない場合、実費と負担上限との
差額をどのように解決すべきか、市の見解を具体的にお示
しください。

　現行の給食費等の実費負担の基準額は、国において定め
られた基準であり、これに基づき運営していくものと考え
ています。
　そのため、ご質問のような状況においては、給食の提供
方法などの再検討を行うものと考えています。

10

　食材費等の継続的な高騰は、リスク分担No.7「急激な物
価上昇等、特殊な事由が認められる場合」の協議対象とな
り得ますか。

　リスク分担の№７「急激な物価上昇等、特殊な事由が認
められる場合」とは、物価が、継続的に上昇しているとい
うことのみではなく、急激な社会経済情勢の変化など、個
別の事象事案ごとに市として対応が必要であると判断した
場合に、協議対象となるものと考えています。

11

　条例に定める生活介護の定員（第二恵光60名、第三恵光
40名）について、利用実態に応じた定員の変更は可能で
しょうか。

　本施設の定員は、本市の関係規則で規定しており、応募
者の判断により、変更することはできません。
　公募における事業計画や収支計画は、募集要項に示す現
行定員を前提に作成して下さい。
　なお、指定管理者制度は、民間事業者等のノウハウを活
用し、施設の設置目的を効果的に達成するための制度であ
ることから、今後の定員の見直しに関する提案を妨げるも
のではありません。
　その際には、支援サービスの質や安全性、人員・設備基
準、財政面の影響等を踏まえ、その必要性や妥当性を総合
的に判断することとなります。

12

　条例に定める生活介護の定員（第二恵光60名、第三恵光
40名）変更が可能な場合の手続き（指定期間中の変更協議
の可否を含む）をお示しください。

　指定管理者制度は、民間事業者等のノウハウを活用し、
施設の設置目的を効果的に達成するための制度であること
から、今後の定員の見直しに関する提案を妨げるものでは
ありません。
　なお、定員変更を行う場合には、本市において、必要な
規則改正、指定内容の変更、その他、関係手続を行うこと
になります。


